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１　はじめに
しばしば，地球環境問題に関心をもつ論者から，日本のような先進国におい
て，もはや経済成長が不要であることが主張されている。これらの主張は，近
年では twitter などの SNS のようなインフォーマルな場所でなされることが
多い。経済学会の外であることもあって，経済理論の観点から検討されること
が少ない。こうした主張をとりあげ，その議論にある正当な部分をふまえつつ，
経済理論的な検討をくわえるのが，本論の目的である。
長期的な目標として，現在よりも経済成長率を低める必要性があることは，
反論しがたい。地球上の様々な資源は有限である。その一方で，その資源は経
済成長にともない消費されつづけている。また，生産にともない，地球環境に
有害な物質を排出されつづけている。その一方で，人類が生存を維持するうえ
で許容しうる汚染物質の総量は，累積量においても，毎年のフローとしての量
においても有限である。長期的には資源の消費，環境汚染物質の排出を一定範
囲に制限する必要があろう。それは，現在の技術進歩のペースでは GDP の成
長の制限にゆきつかざるをえないと考える。汚染物質については，CO2 の削
減が国際的な課題として，各国がとりくんでいる。
もう一つの低成長の根拠は，先進国の高度な消費生活が発展途上国の犠牲の
うえに成り立っているのではという疑念である。たとえば，発展途上国におい
て，飢餓が存在しているにもかかわらず，現状の農業生産能力の水準は全世界
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の人口をささえるのに十分であると判断しうる材料はいくつかある。畜産物の
飼料用穀物は，畜産物１キロあたりに対し数倍の穀物を要する。農林水産省が
日本の飼育方法を基準にした推定によると牛肉 1kg に対し 11kg，豚肉 1kg に
対し 7kg，鶏肉 1kg に対し 4kg，鶏卵 1kg に対して 3kg である＊ 1。そのため，
先進国のなかで食肉の比率が比較的低い日本でさえ，重量単位で，国内の穀物
消費の43.8パーセントが飼料用穀物である＊2。ひとりあたりの穀物消費が高い
先進国の多くは，穀物消費のうち大きな割合を飼料用にあてている。このこと
から，先進国の食肉中心の食生活が穀物需要を逼迫させることにより，後進国
の飢餓をまねいていること，先進国が食肉，とりわけ，牛肉の消費を抑制すれ
ば，世界の人口をまかないうるだけの穀物が現在においても生産されているこ
とが主張されている。また，食べることが可能であるにもかかわらず，廃棄さ
れる食品，いわゆる食物ロスも，世界の食糧事情を悪化させる原因として指摘
されている＊3。
この論文では，以上の指摘を認めた上での拙速な低成長を求める議論への反
論をこころみる。低成長の多くの議論の問題点は，低成長の必要性の主張では
ない。解決をいそぐあまり，（１）環境汚染を個人の選択に安直に結びつける
ことと，（２）社会システム全体の改革や，現状で行える改良的な政策を無視
して，いきなり低成長によって実現しようとすることにある。われわれは，低
成長を貧困のない社会と両立させ，国民一般の支持を得るためには，現在の資
本制経済のシステム維持のありかたの改革を先行させる必要を主張する。この
改革として想定できるもののいくつかは，社会主義革命のようなドラスティッ
クなものでなく，現状で実行可能な制度改革である。
＊1　農林水産省（2017）『知ってる日本の食料事情』http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_
ritu/attach/pdf/panfu1-32.pdf（2018年12月18日閲覧）
＊2　農林水産省大臣官房政策課農林水産省大臣官房政策課（2018）「食糧需給表」から計算。
＊3　日本の状況につては，環境省（2018）「我が国の食品廃棄物等及び食品ロスの量の推計
値（平成27年度）等の公表について」（https://www.env.go.jp/press/105387.html （2018年
12月18日閲覧））を参照。
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この論文は，経済学の専門家だけではなく，環境問題と経済に関心をもつ非
専門家の目にとまることを期待している。そのため，専門家向けの論文として
は冗長になるのをいとわず，平易な表現を用いる。また，経済学の文献では，
資本とするのが通常であるところを機械とするなど，経済学になじみがない読
者にも理解しやすいことをこころがけた。
なお，日本人の生活水準は十分に最低限度のレベルを越えているという実
感も，低成長への主張の背景にあると思われる。日本のバブル崩壊以降のい
わゆる失われた 20 年の影響を深刻に感じない人々を中心に低成長が主張され
ているのかもしれない。この側面はわれわれの主張の中心とかかわっている。
われわれが問題にする低成長論は，足元の資本制経済の人々の暮らしの成り
立ちを十分に考慮しないことの結果と思える。
バブル崩壊以降の日本の貧困化は相当に深刻なものである。よく知られた雇
用・賃金の悪化に加えて，松尾匡が指摘している日本人の食事から摂取する一
人あたりエネルギー摂取量が終戦直後の水準以下，蛋白質のそれが 1950 年初
めの水準であることを挙げておこう＊4。
２　単純な経済成長モデル
環境問題を考える前に，資本制経済で順調に社会と人間が再生産される状況
をできるだけ簡単な図式で説明しよう＊5。
考えられる限り最も単純な経済全体の生産形態として，１種類の商品だけを
生産している経済を考えよう。その商品は消費財としても，機械としても使用
できると想定しよう。商品の生産量と，必要な労働，必要な機械の量はそれぞ
＊4　松尾匡（2016）『この経済政策が民主主義を救う』（大月書店）第２部を参照
＊5　より深く理解したい読者は置塩・米田・鶴田（1988）『経済学』（大月書店），もしくは，
筆者が関わっている阿部・大坂・大野他（2019）『資本主義がわかる経済学』（大月書店）を
参照のこと。
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れ比例すると仮定する＊6。環境に関わる要因と技術進歩は，単純化して理解を
深めるために，今の場面では，とりあえず捨象する。これらは，あとで検討さ
れる。
この経済では，商品の生産にちょうど１年かかり，その年の元旦に工場にあ
る機械をつかって，一年間，労働を行い，その年の大晦日に商品ができあがる
と仮定する。
たとえば，大晦日に，１個の商品を得るために１年間 20 人の労働者が必要で，
かつ，元旦に 0.25 台の機械が必要であったとしよう。2000 年の大晦日に経済
全体で 100 個の商品をつくるためは，１年通して，0.25 × 100=25 台の機械が
必要で，１年を通じて，20 × 100=2000 人の労働者が働かなくてはならない。
前年の大晦日に産出された商品は新品の機械としてか，消費財として消費さ
れるかのいずれかの用途に使用される。今後，新品の機械のことを設備投資，
あるいは単に投資と呼ぶ。たとえば，1999 年の大晦日に産出された生産量を 
生産量（1999），2000 年の元旦の設備投資を 投資（2000），2000 年を通じて消
費される消費財を消費（2000）とおくと，
生産量（1999）= 投資（2000）+ 消費（2000）. 
となる＊7。
機械は１年間で，一定割合のものが使えなくなる（資本減耗）としよう。こ
の割合を資本減耗率と呼ぶ。前年の機械から資本減耗を差し引いたものに，元
旦に設備投資として加わった機械を足したものが，この年に生産に使える機械
である。たとえば，資本減耗率を 10 パーセント，1999 年の元旦にあった機械
＊6　これらはあくまで単純化のための想定であり，これらの想定をゆるめて原材料の存在や
複数種類の商品を想定しても，以下の議論の結論に影響しない。本質的な想定は生産量と投
入物である必要労働量，必要機械量の比例関係である
＊7　ここで，政府と政府支出を導入すれば，この式はマクロ経済学の最初ででてくる 
Y=C+I+G （GDP=消費+投資+政府支出）そのものである。ただし，国民所得統計では，投
資には設備投資以外に，住宅投資，在庫投資が含まれる。
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の台数を機械（1999）とし，今年の元旦の設備投資を投資（2000）とすると，
機械（2000） = 0.9 ×機械（1999）＋投資（2000）.
ここで，1999 年から 2000 年にかけての機械の台数の成長率を考えてみよう。
これを 1999 年の機械成長率とよび，機械成長率（1999）とすると，
　　　　　　　　　　　　　　　　 
投資（2000）－ 0.1 ×機械
機械成長率（1999） = 　　　　　　　　　　 　  .
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機械（1999）
「今年の設備投資÷昨年の機械」を粗投資率とよび，2000 年の粗投資率を粗
投資率（2000）とすると，
機械成長率（1999）= 粗投資率（2000）－資本減耗率 .
今，機械の台数の成長率が一定で，成長している経済を考えたとしよう。こ
こで，労働と機械の量は，生産量に必要な水準に一致しているとしよう。後者
の条件を機械と労働の完全稼動と呼ぶ。この条件については，あとで議論され
る。このもとで，１年１人あたりの労働時間が一定であり，生産された商品が
すべて消費か設備投資にまわされているとすると，毎年の生産される商品の生
産量，働く人の人数は機械の台数の成長率と一致する。
機械の成長率は粗投資率が高いほど高い。機械の台数が一定のもとで，粗投
資率を増やすには，設備投資を増やさなければならない。そのためには，前年
の生産物のなかから，消費にまわす部分を減らさなくてはならない。つまり，
機械と労働の完全稼動のもとで，生産量，機械の台数，雇用それぞれについて，
ある時点の消費が増えればとそれ以降の成長率は減少する。
３　資本制経済における持続可能な成長の条件
前の節の議論は，生産技術についての条件があたえられれば成り立ち，社会
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制度と独立である。この節では，この議論を前提に現在の資本制経済において，
社会と人間の再生産がどのように維持されるか検討する。以下の社会と人間の
再生産が満されつつ，経済成長している状態を順調な経済成長と呼ぶ。ただし，
この概念は経済成長や社会・人間の再生産に対する環境の制約を考慮にいれて
いないことに注意してほしい。
3.1　雇用の成長と人口成長の一致
資本制経済では，人口の大部分が労働者であり，労働者の家計は雇用されて
いるメンバーがいなければ，生計を維持できない。また，人口成長率が雇用の
成長率と一致するとはかぎらない。人口成長率より雇用の成長率が低いとき，
おそかれはやかれ，人口しめる雇用者数の数は低下していき，それは労働力人
口を割り込み，失業を発生させる。このことが継続すれば，失業率は持続的に
増加しつづける。
逆に人口成長率より経済の成長率が高ければどうなるであろうか。それは，
おそかれはやかれ，生産に必要な労働をその経済は調達できなくなる。つまり，
その率での成長は労働の制約により不可能になる。
うえの２つの状態が長期的に持続すれば，資本制経済において社会や人間の
再生産に支障が生じることは，確実である。これらが生じないためには，長期
的平均としては，雇用の成長率と人口成長率は等しくならなくてはならない。
これは，順調な経済成長のためのための必要条件である。
労働と機械が完全稼動のもとでは，１年１人あたりの労働時間が一定なら，
雇用の成長率は生産と機械の成長率と一致した。したがって，機械と雇用と生
産の成長率は，人口成長率と長期的に一致しなければならない。
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3.2　機械設備の不完全稼働
いままでは，生産量に対して，労働と機械の量が必要水準に一致しているこ
とを仮定してきた。しかし，このことが常に成り立つわけではない。現在ある
機械は，つねに同じ稼働水準で動いているわけではない。つまり，１台の機械
が 100 個の生産をするのが，正常な水準として，経済に 30 台の機械があるとき，
機械の正常な稼働水準での生産量は 30 × 100=3000 個であるが，この年の生
産量がきっちり 3000 であるとは限らない。このとき，生産量が 3000 個を上回
るとき，過剰な稼動状態，下回るとき，過少な稼動水準と呼ぶ。
このことを考慮すれば，短期的には雇用や生産量の成長率が機械の成長率と
乖離する可能性が生じる。生産量と雇用の成長率を現実の成長率と呼ぼう。現
実の成長率が機械の成長率を下回りつづければ，機械１台あたりで生産できる
商品がすくなくなり，機械の所有者である資本家は利潤を得ることが困難に
なっていくであろう＊8。このことは，設備投資をして機械を成長させ，維持す
る動機を弱くし，同じ率の成長をさせる動機を失わせる。
逆に，現実の成長率が機械の成長率を上回ると，機械の稼働率は上昇しつづ
け，いつかは，現在の成長率にみあった生産を機械がまかなえない状況にいた
る。この場合は機械の成長が現実の成長を制約する状況が生じる。
いずれの場合も持続的な成長が不可能になる。つまり，資本の正常稼働が長
期的に維持されるためには，機械の成長率と現実の成長率は一致しなければな
らない。このことは，資本主義経済における順調な経済成長のための二つ目の
条件である。
なお，機械の場合と同様，雇用されている労働者が生産のための必要労働量
よりも多かったり，少なかったりする，労働の不完全稼動の状態も当然ありう
る。しかし，ここでは単純化として，企業は生産に必要な労働者は，労働力人
口が枯渇していないかぎり，ただちに労働市場から調達され，逆に生産に不要
＊8　ここの議論では価格や賃金率を考慮していないが，それを考慮すれば，このことは比較
的簡単にしめせる。
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な労働者はただちに解雇される状況を仮定し，企業内においての労働の不完全
稼動は議論しない。
3.1 での議論と，ここでの議論をつなごう。順調な経済成長のために前の 3.1
で人口成長率と雇用の成長率（= 現実の成長）の一致がわかった。この 3.2 では，
現実の成長率と機械の成長率の一致がわかった。これをつなげれば，順調な経
済成長のためには，現実の成長率と機械の成長率と労働の成長率の３つが一致
しなければならない。
４　資本制経済の存続メカニズムと環境問題
現実の成長率と，機械の成長率と，人口の成長率が一致は常に成り立ってい
るわけではない。むしろ，３つの成長率はある程度ずれているのが普通である。
しかし，そのずれが一方向に乖離し続けると，資本制経済において順調な経済
成長は維持できなくなる。
この３つの成長率の一致はかなりきつい。いま，人口成長率は所与としよう。
少なくとも先進国においては経済システムの外部で決定されていると考えられ
る＊9。機械の成長率は，粗投資率－資本減耗率であった。したがって，人口成
長と機械の成長率が一致するためには，技術的に与えられるであろう資本減耗
率と人口成長率が与えられれば，粗投資率がきまる。機械の完全稼動のもとで
生産量は決っており，粗投資率がきまれば，それから，毎年の粗投資を差し引
くことで，消費がきまる。つまり，人口成長率が所与のもとで，３つの成長率
が等しいためには，それに見合うように，毎年の投資と消費の水準が決定され
る。
＊9　この想定がつねに成り立つわけではない。近代，あるいは戦後の人口成長率の増大は経
済システム全体の生産力の増大によってかなりの部分が説明しうる。少なくとも発展途上国
ではその国の経済発展の水準が人口成長率を説明する大きな要因のひとつとなっている。日
本においても，少子化問題が近年悪化した要因として，団塊ジュニアの世代が就職氷河期に
ぶつかり，その世代以降の婚姻率が急激に下落したことがあげられる。
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しかしながら，消費の決定の主な主体である家計も，設備投資の決定の主体
である企業も，資本制経済において，その決定は個別の自由にまかされており，
経済全体を配慮して決定されているわけではない。一般に家計と企業の消費と
設備投資の決定が，直接的に３つの条件を満すことは偶然をのぞいてはめった
にないことである。
では，３つの成長率の乖離はどのように現実にはどのように調整されている
のであろうか。現在主流のマクロ経済学や経済成長理論では，スムーズな技術
代替と労働と機械の完全利用をあらかじめ仮定することによって，このような
ズレが問題とならないモデルをつくっている。
他方で，資本制経済の再生産の困難さを強調する立場では，景気循環がズレ
を解消するメカニズムをになっているとみなす。古典的であるがマルクスは「恐
慌は，つねに，ただ既存の諸矛盾の一時的な暴力的解決でしかなく，撹乱され
た均衡を一瞬間回復する暴力的爆発でしかない。＊10」といっている。それに対
し，ズレを想定しない主流派の議論は，このようなズレが市場メカニズムで解
消されることを想定していると考えられる。
ただし，主流派のマクロ経済学でも労働者の労働時間を調整する自由がなけ
れば，われわれの議論と結論はおおきく違わない。いずれの立場でも，経済の
外から人口成長率があたえられている場合では，長期的に経済の成長率は基本
的に人口成長率に規定されることになる。
人口成長率から決まる成長率は必ずしも環境の面から望ましい成長水準にお
さまるとは限らない。資本制経済は市場メカニズにせよ，景気循環によるズレ
の解消メカニズムにせよ，機械の正常稼働と雇用と人口成長の一致をおおむね
満たすことで維持されている。地球環境の再生産可能性は経済成長の決定メカ
ニズムには関与していない。このことが資本制経済で自然環境問題が生じる根
本にある。
＊10　マルクス『資本論』第3巻15章。邦訳『マルクス・エンゲルス全集』25巻a p.312 ～
313。
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そして，これを放置したままで，環境の制約にみあった低成長を目指すとす
れば，それは失業の増大という形で人びとの貧困に結びつく。人口成長率より
低い成長は資本制経済では，失業の累積を意味するからである。このことが，
地球環境問題の根本解決への支持が全面的にならない根本にある。
たとえば，CO2 削減が必要で，なおかつ生産量あたりの CO2 排出量が一定
である場合に人口成長率がプラスであるとしよう。CO2 削減を実行するとす
れば，経済はマイナス成長を強いられる。このことは，人口成長率より雇用の
成長率が下回ることを意味する。
貧困や社会・人間の再生産の障害に結びつく主張は，その結びつきの状況を
放置したままでは，広い国民的支持をえられることはない。長期的には達成す
る必要がある低成長を国民的支持に結びつけるには，この低成長と貧困のリン
クを壊すか，ゆるめるかする必要がある。
５　有効需要・技術進歩と環境問題
いままで，技術変化の問題を捨象して議論した。このことは環境問題を扱う
うえで不十分である。環境問題は現在のわたしたちの消費スタイルとおおきく
かかわっており，それはたえざる新製品の開発と大量消費にささえられている。
前節で議論した資本制経済の再生産維持を前提にすれば，技術進歩のもとで，
長期的には，一人あたりの消費財は増加せざるをえず，消費財のバラエティを
増やしていくことが要請されることをしめそう。
5.1　技術進歩と環境
いままでの想定では，雇用の成長率と生産量の成長率が一致する想定で議論
をしてきた。そこでは，現実の成長率，機械の成長率，人口成長率が一致する
順調な経済成長において，人口あたりの消費は一定になる。つまり，広く見ら
れる一人あたりの消費が増加しつづける現象が説明できない。順調な成長経路
610
－189 （     ）－
で一人あたりの消費の増加は技術進歩の導入で分析することができる。
いま，毎年，10 パーセントづつ，１単位の生産量を生産するのに必要な労
働量が削減されるとしよう。このような生産量あたりの必要労働を削減するよ
うな技術進歩を労働節約的技術進歩という。このことは，同じだけの労働投入
で，1 ÷ 0.9=1.1111 だけ，生産量が増えることを意味している。このようなと
き，「技術進歩率は 11.11 パーセントである」という。
技術進歩によって，順調な経済成長をする資本制経済では，人口成長率を超
えて経済成長をすることが可能になる。技術進歩率が 11.11 パーセントで人口
成長率が５パーセントのとき，順調な経済成長において，機械の成長と，生産
量の成長は，1.05 × 1.1111 で 1.16666 パーセントなる。つまり，この場合は，
人口成長５パーセントに対して，16 パーセントの経済成長がえられる。ここ
での 16 パーセント≒ 11 パーセント＋５パーセントにあたる成長率を自然成長
率という。近似的な計算では，「自然成長率＝人口成長率＋技術進歩率」である。
労働節約的な技術進歩がある場合，順調な資本制経済における成長において，
機械の成長率＝生産の成長率＝自然成長率，一人あたり消費の成長率＝技術進
歩率，雇用の成長率＝人口成長率が成り立つ。
いま，CO2 の成長が生産量に比例するとしよう。技術進歩がなければ，
CO2 の排出の成長率は人口成長と等しい。ところが，技術進歩があれば，
CO2 の排出は人口成長を上回る自然成長率で成長する。労働節約的技術進歩
の一人あたり消費の増大は，個人の消費の面ではメリットだが，環境問題の面
からはデメリットである。
注意すべきは，技術進歩自体が環境にとってデメリットなのではなく，資本
制経済を前提として，技術進歩が消費の拡大に向うことがデメリットとなるの
である。また，技術進歩には，労働節約的技術進歩のみでなく，資本（機械）
節約的技術進歩，原材料節約的技術進歩がある。このような技術進歩は，環境
問題を緩和する可能性があるし，資本制経済は，このような技術進歩を促進す
るメカニズムも内包している。
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5.2　有効需要とプロダクト・イノベーション
いままで経済の中でそのときどきの生産量がどのように決まるのか議論して
いなかった。ここでは単純な有効需要の原理を想定しよう。経済学おける生産
量の決定には大きくいって２つの立場がある。１つは，生産能力と資源が生産
量を決めるとする立場，もう１つは，生産能力や資源と相対的に独立した，商
品の売れ行き，つまり，有効需要が生産量を決めるとする立場である。前節で，
主流の経済学の成長理論が現実の成長率と資本の成長率が一致することを想定
していることに触れたが，これは，主流の経済学が生産量が生産能力と資源を
反映して決まると想定する結果である。
有効需要の原理は，前にふれた
生産量（2000）= 投資（2000）+ 消費（2000）
という式において，生産量は，新品の機械の売れ行きと消費財の売れ行き，つ
まり，投資（2000）と消費（2000）によってきまると想定することを意味する。
資本制経済において，生産量を決定する主体は企業であるが，企業は 1999 年
の生産量を決めるときに，2000 年の投資と消費を予想して，生産量を決定す
るというのが，有効需要の考え方である。
主流の経済学では，生産量は，1999 年の労働量（労働力人口）と機械を使っ
て最大となるように決定されると想定が基本である。したがって，少なくとも，
機械の完全稼働か，失業ゼロの一方が成立する＊11。ところが，有効需要の原理
では，企業の生産量が機械の完全稼働か，失業ゼロを満たすように生産量を決
めるのはむしろ例外的な状況である。
ここで，労働節約的技術進歩が一定のもとで順調な経済成長のもとでひとり
あたりの消費への需要を考えてみよう。そのもとで１人あたり消費は技術進歩
率に等しい成長率で成長しなければならない。したがって，１人あたりの消費
＊11　ここでいう失業率ゼロは，正確には自発的失業のみが存在する状況をいう。
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需要も技術進歩率に等しく増加しなければならない。しかし，消費者はそのよ
うな行動をとるであろうか。
順調な経済成長において，消費の成長率は技術進捗率に一致する。しかし，
食費におけるエンゲル係数を思い起こせばわかるとおり，ほとんどの消費への
欲求は消費量が増えるにしたがって飽和する傾向がある。また，貯蓄をすれば
将来のリスクや老後に備えるメリットもある。消費への欲望が飽和すれば，貯
蓄率をあげるのは自然である。しかも，耐久消費財の場合，ほとんどの家計に
ゆきわたれば，買い替え需要と人口の増加しか，新需要が見込めない可能性が
ある。
欲求の飽和が消費需要を制約しているかぎり，現実の成長率は自然成長率を
したまわり，順調な経済成長が行えない可能性が高い。現実の経済においてこ
のような消費需要の制約は克服されているのであろうか。
それは，プロダクト・イノベーションであろう＊12。古い消費財は普及するに
つれて，需要が飽和していくが，新製品が新たな需要を作り出す。これにとも
ない，消費需要を喚起し，生産設備と労働も新製品の生産に向けられる。この
ような形によって需要の飽和は克服されていると考えられる。吉川洋氏はこの
ような新需要を作り出す形のプロダクト・イノベーションを需要創出イノベー
ションと呼んでいる＊13。
資本制経済において消費の成長をを維持するためには，このような需要創出
イノベーションは不可欠である。かつてのアベノミクスの三本の矢の成長戦
略も経済学的にとらえれば，このようなプロダクト・イノベーションの促進
である。
しかしながら，いわば資本制経済に固有な再生産様式に強制されての消費需
＊12　われわれの分析でもちいた商品が一種類という想定で，プロダクト・イノベーション
は消費財としての用途はさまざまあり，その用途は企業が発見し設定できると仮定すること
で分析可能である。このような消費財の用途の中には耐久消費財も含まれてもよい。
＊13　よみやすい文献として，吉川洋（2016）『人口と日本経済』（中公新書）の第４章。こ
の章は，需要飽和につての入門的説明としてもすぐれている。
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要の創出は消費者を豊かにしているといえるのだろうか。これは，企業の利潤
と再生産の必要性から無理やりあおられた需要といえるかもしれない。
そして，地球環境問題を考えるとき，一人あたりの消費を増大し続けなけれ
ば再生産できないシステムは，そのままでは，地球の環境と資源を使い尽くす
ところへいきつかざるをえない。問題はこれをどのように避け，物的な消費の
増大をさけながら，人間社会の再生産を可能にするには，どのような方向にす
すむべきかということである。
６　低成長が可能な経済を作るために
多くの低成長論者は今の経済システムをそのままにして，低成長を主張する。
しかしその動機の根本には，尊敬を惜しむつもりはない。その意図を正しく実
現するためには，現在の経済システムを改革し， 貧困なしに，どのように低成
長を達成する必要がある。その問題の根本には現状の資本制経済において，失
業が貧困に結びつくことがある。いままでの資本制経済において，人口の成長
と雇用の成長が一致していることが，平均的な貧困の度合いを一定レベルに押
さえ込む条件である。
雇用の成長を維持しつつ，消費財の成長を低めるにはどうすればよいだろう
か。それは，労働時間を減らせば良い。もし，現在の資本制経済のがむしゃら
なプロダクト・イノベーションのほとんどが真に人々を豊かにしないという評
価ができるのであれば，このこはむしろ人々を豊かにするとさえいえそうであ
る。このことは，環境派の低成長議論でもしばしばふれられている。
個人が労働時間を自由に選択できる範囲は，経済システムに制限されている。
このことは，日本の企業文化において，有給を全部消化するくらいのことでさ
え，うとまれる空気があることを指摘すれば十分であろう。環境派の議論には
ひとりひとりの決定の問題に帰着させようとする傾向がある。しかし個々人や
個々の企業の努力にゆだねるのではなく，制度的に実効的な改革でなされる必
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要がある。そのような制度改革の方向として，たとえば，以下のことが考えら
れる。
1. 労働法を改正して，労働時間の上限規制を厳しくしつつ，その上限を環
境に配慮し弾力的に設定可能にして，経済の総労働時間の社会的に制御可
能にする。
2. 社会保障制度を充実して，失業が貧困に結びつかない社会制度をつくる。
（ベーシック・インカムなど）
3. 労働者の働く権利を国家に保証させ，なおかつ，企業の解雇する権利を
剥奪する。
３は社会主義的な方向であるが，１，２はすでに現状で多くの人々によって
実現へ向けて検討にふされている方向である。資本制経済の枠内で実行可能な
改革といえる。これのいずれかが実現されれば，労働生産性の成長は消費の増
大ではなく，余暇の増大に結びつき，生産資源の節約によって，地球環境を改
善する方向に働く可能性がある。労働問題や社会保障は，地球環境問題と関連
付けられることがすくない。しかし，われわれはこれらの課題の世界的解決が
地球環境問題に人類がとりくむ前提条件と考える。
このことが可能にするためには，それらを可能にする政策の実行可能性の検
討が必要である。その検討には，現状の雇用システム，社会保障，そして，そ
れらと必然的結びつく教育システムをふまえる必要である。これらは一見，環
境問題とは無縁に見えるが，これらの問題は人びとの生活の再生産のありかた
そのものであり，経済学者以上に，自然と文化や社会のかかわりとして，環境
派の人びとが真摯に検討してきた問題でもある。
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